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はじめに
　すでに周知のように，フランスにおける会計統一化のにない手である「新プ
ラン・コンタブル・ジェネラル」（Le　Nouveau　Plan　Comptable　G6n6ral）一以
下，新プラソと呼ぶ一は，7年余にわたる改訂作業の後，1979年1月16日
に開催された国家会計審議会（C・nseil　Nati・nal　de　la　C・mptabilit6）の総会にお
いて承認・確定された。そして，同年6月15日付の官報に公示された経済省
令（arr6t6　du　ministre　de　1’亘conomie）に「プラン・コンタブル・ジェネラル案」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Cl）（Pr・let　de　Plan　Comptable　G6n6ral）として添付され，公表された。新プランは，
「序説」のほかに，「第1編：一般規定・用語および勘定計画（Dispositions　G6・
n6rales，　Terminologie　et　Plan　de　Comptes）」，「第豆編：一般会計（Comptabilit6
G6n6rale）」，および「第皿編：分析会計（Comptabilit6　Analytique）」の3編から
成るが，それぞれ時代の進展に対応するとともに，他方，特に「第亙編：一般
会計」に顕著にみられるように，EC第4号指令「特定の会社形態の年度決算
（2）
書」（The　Annual　Accounts　of　Certain　Types　of　Companies）との調整を考慮し
て，新しい内容をふんだんに盛り込んでいる。それは，現行の1957年プラン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）をほぼ全面的に改訂したものといってよいであろう。
　筆者は，すでに本誌第62巻第7・8号に掲載された論稿「フランス新会計原
則における評価規定」において，一般会計の主要な内容の1つをなす評価原則
について考究した。本稿では，それに引き続いて，一般会計のいま1つの主要
な問題であり，かつ新プランを特徴づける財務諸表制度について紹介し，若干
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　　　　　　　（4｝の検討を試みたい。
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（1）　Conseil　National　de　la　Comptabilit6；Projet　de　Plan　Comptable　G6n6ral　annex6　且
　Parrδt6　du　ministre　de　I’Economie　publi6　au　Journal　oMciel　du　15　juin　1979（以下，　PCG
　（1979）と略記する）。
（2）これについては，拙稿「ECにおける会計基準の形成H・口」会計115巻1号（1979年1月号）
　および2号（同2月号）を参照のこと。
（3）この新プラン全体の紹介を試みた論稿に次のものがある。中村宣一朗・森川八洲男・高尾裕二
　稿「フランス新会計基準の確定」企業会計32巻2号（1980年2月号）。
　　また，一般会計に関する個別問題を取り揖っ牟ものに，野村健太郎稿「フランス新会計制度の
　主要問題」会計117巻3号（1980年3月）および4号（同4月）がある。
（4）なお，この概略については，前記（3｝に示した論稿のうちの，拙稿「一般会計」に紹介されて
　いる。
∬　改訂の経過
　まず，新プランの誕生に至るまでの経過からながめたい。
　1，　1975年の委員会答申に至るまでの経過1
　すでに前掲で指摘したよう’に，現行の1957年プランの改訂作業は，1971年
3月17日に開催された国家会計審議会の年次総会において大蔵大臣が表明し
た要請にもとついて正式に開始された。その際，改訂の理由として特に次の3
　　　　　　　Cl）点が提示された。
　（1｝経済的かつ法律的現実の発展に即応すること。
　（2）各種の利用者に提供される会計情報を改善すること。
　（3）最新のデータ処理手段を導入すること。・
　そして，この改訂のために，国家会計審議会の中に6つの専門委員会が設置
されたが，財務諸表の改訂作業は，そのうちの「財務諸表・会計分類委員会」
（Commission　des　documents　de　synth6se　et　nomenclatures　comptables）－1971年
3月24日設置一に委ねられた。
　さて，委員会は，種々の財務諸表様式一《正規モデル》または《単純モデ
ル》，《勘定式》または《報告式》一を中心課題として審議を開始したが，当
初は，基本様式としての《正規モデル》（mod61es　normaux）と，・それとは別個
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に特に中小企業のための《単純モデル》（m・dさ1es　simplifi6s）の作成を企てるとい
うように，企業規模を勘案した二元的なシステムの開発の方向に傾いていた。
しかし，検討の過程で，中小企業のための《単純モデル》の開発は，特に全企
業に対する単一様式一それは，詳細な下位分類と連結した，大見出しの項目
分類からなる一のもつ利点のほうが大きいと判断されたために，放棄される
　　　　　｛2）ことになった。
　この単一の財務諸表様式は，委員会によると，次の2つの利点を有する。
　第一は，各企業は，異なった規模の企業間に課せられる必然的に形式的にし
てしぽしぼ恣意的な分岐線の干渉を受けることなしに，その構造と規模に最も
適合した情報水準を選択することができる。
　第二は，この勘定分類を介して，財務諸表の利用者たる行政機関は，自己の
必要にもとついてだけではなく，それらが関係する企業の手段にもとついて，
　　　　　　　　　　　　　　c3）その要請を表現することができる（これは，単一の財務諸表様式の社会会計への役
立ちを述べたものと解される）。
　2．　1975年の委員会答申の概要
　かくして，委員会は，、1975年2月に答申を提出し，そこで，貸借対照表，
〈当期業績主義損益計算書に相当する）一般経営計算書および（利益剰余金計算書に
相当する）損益計算書からなる従来の体系に代えて，新しく貸借対照表，（包括主
義損益計算書に相当する）成果計算書，資金計算書および附属明細書からなる単
一の体系を提案した。この提案によると，財務諸表（documents　de　synth6se）1ま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）各経済主体に次の諸機能を遂行することを可能ならしめるべきである。
’（1）その固有の活動の実績を把握し，かつその将来を方向づけること（経済
　　的機能）。
　・（2）第三者に対して受託責任遂行のための会計報告（“reditions”）を行うこ
　　と（法的機能）。
　く3）マクロ・レベルにおいて，経済機関による標準化された会計情報の収集
　　を容易にすること（社会的機能）。
　このように，提案では，財務諸表の機能として，伝統的に重視されてきた法
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的機能に加えて，特に経済的機能と社会的機能とが強調されている点が注目さ
れる。そこに財務諸表に対する現代経済社会の広範かつ多様な要請を見出すこ
とができる。
　このような見地から，上述のように，貸借対照表，成果計算書，資金計算書
（または財産変動表）および附属明細書からなる新しい単一の財務諸表体系が提示
されるのである。
　（1》貸借対照表
　貸借対照表（bilan）は，特に成果計算書および資金計算書との関連性を考慮
して改訂されている。すなわち，まず，貸借対照表に記載される諸項目は，（1＞
資本調達源泉項目（資本，損費引当金，借入金），②物的・財務的投資項目（固定資
産，資本参加，投資），（3経営循環項目（棚卸資産，営業債権・債務），（4）経営外項目
（その他の債権・債務）および㈲支払手段関連項目．（現金預金，当座借越，手形借入金〉
の5つのグループに大別されている。
　次に，このうち，（3）経営循環項目は，経営資産（actifs　d’exploitation）および
経営債務（dette　d’exploitation）という区分のもとに記載されるが，これらの区
分は，成果計算書における経営費用と経営収益の区分，さらに資金計算書にお
ける経営資産と経営債務の区分に対応するものであり，この3つの計算書に共
　　　　　　　（5）通するものである。
　さらに，これに関連して，従来本質的に重要であると考えられてきた流動性
基準（critere　de　Iiquidit6　et　d’exigibilit6）は，もはや貸借対照表における勘定分
類の基準として採用されていない。ここでの勘定分類は，特に債権・債務の分
類（財務的債権・債務，営業債権・債務およびその他の債権・債務）にみられるように・
むしろ性質別分類（classement　par　nature）にもとつくものである。これまで採
用されてきた1年基準は，要するに，貸借対照表の提示する財産情報の明瞭表
示を妨げる分散化（dispers三〇n）の原因をなしたのである。ここで，資本（f・nds
propres）の区分が新しく自己資本，繰越金，当期利益および処分待機自己資本
に分類されているのも，これと同じ理由のためである。なお，このような新し
い貸借対照表における勘定分類を補足するために，附属明細書の一部をなす財
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務明細表（6tat　financier）に，流動性基準にもとつく勘定分類が記載されること
　　（6）
になる。
　いま，貸借対照表の様式を示すと，第1表のようになる。
　②　成果計算書
　成果計算書（c・mptes　de　r6sultats　de　l’exercice）は，現行プランにおける一般
経営計算書と損益計算書とを結合した包括主義損益計算書としての内容をもつ
ものである。それは，EC第4号指令案のシェーマに一致し，またフラソス会
社法第344条に規定する利益概念に合致するものである。それは，特に，現行
の損益計算書に記載される《損失》（pertes）と《借方差額》（s・lde　d6biteur）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）区別のあいまいさを取り除くという利点を有する。
　この成果計算書では，費用および収益項目は，すべて性質別ないし発生形態
別に分類される（なお，附属明細書には機能別分類が示される）。そして，これらの
項目は，経営成果の形成に貢献するか否かにより，次のように区分表示される。
　（／）（期間的な）経営費用および収益
　　（1）主要な経営活動に関するもの
　　（2）財務活動に関するもの
　（ロ）（非期間的な）その他の費用および収益一これには，（1）管理取引に関する
　　もの，②資本取引に関するもの，ならびに（3経営外計算費用とその戻入額
　　が含まれる。　　　　　　　　　　’
　この分類も，基本的には，EC第4号指令案のシェーマと一致する。そし
て，それは，特に経営成果の計算を通して，企業の財務管理（gesti・n　financiere）
　　　　　　　　　c8　’に役立つと考えられる。
　次に，上述のような費用・収益の分類にもとついて，成果計算書に，次の2
つの情報が明記される。
　（1）付加価値税等控除後の取引高（chiffre　d’affaire）一これは，企業の主要
　　な営業活動の結果，第三者との間に実現した取引額であわ，商品売上高と
　　生産物売上高からなる。したがって，未販売の生産高，営業助成金，財務
　　収益およびその他の収益は除外される。
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　（2》生産付加価値高（valeur　ajoute6　pr・duite）一これは，企業がその主要な
　　営業活動の結果，創造または増殖した価値額であり，生産物売上高に固定
　　資産生産高を加算し，生産物棚卸高増減額を加減して計算される。したが
　　って，これは生産高基準による付加価値を表わす。この付加価値数字は，個
　　別企業の生産性を測定・比較するための尺度としてミクロ経済上有用であ
　　るとともに，国民経済に対する企業の生産的貢献（。ontribution　productive）
　　の度合を示すものとしてマクロ経済上も重要な意味を有する。また，論者
　　の指摘するように，この数字が公表財務諸表に表示されることは，社会会
　　計原理の企業会計への導入および両会計の連係という点からみても，画期
　　　　　　　　　　　　　　　　（9）　　的な意味をもつものと考えられる。
　さらに，成果計算書には，企業管理の中間的成果（soldes　intermediaires　de
gestion）が計算・表示される。すなわち，次の4つの成果数字である。
　（1）商品売上総利益（marge　commerciale）一これは，商品売上高からそれに
　　対応する売上原価を控除して算定される。
　（2）粗経営劉余（exc6dent　brut　d’exp1・itation）一これは，上記の生産付加価
　　値から出発し，それに営業助成金収入がある場合には，これを加算し，人
　　件費および租税公課を控除して算定される。この数字は企業管理の効率を
　　表わす粗剰余であり，企業間比較を行う場合に中心に据えられる成果数字
　　である。なお，この計算区分は，後にみるように，国民所得計算における
　　「経営勘定」に該当するものであり，ここにも社会会計との連係が見出さ
　　れる。
　（3）経営成果（r6sult　d’exploitation）一これは，企業の主要な経営活動たる
　　製造活動および販売活動から生ずる成果であり，経営成果と経営費用との
　　差額として算定される。
　（4）純成果（r6sultat　net　comptable）一これは，すべての収益とすべての費
　　用との差額である。この場合，費用には，従業員利益参加額および利益税
　　が含まれる。
　これら4つの成果数字のうち，最も注目に値するのは，②粗経営剰余であ
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る。この数字の重要性は，プラソ改訂作業の「中間報告」によると，次のよう
に説明される。すなわち，粗経営剰余は，企業の基本的活動から由来する，政
府に対する報酬，使用資本の報酬および企業の維持・発展のための源泉である
とともに，企業経営者にとっては意思決定の分岐線である。けだし，この剰余
の形成は経営者の意思より市場法則に大きく依存しているのに対して，その処
分は，基本的には経営者の選択により決定されるのであり，またこの水準にこ
そ自己金融政策や成長政策のような企業の課題を広範に条件づける意思決定が
　　　　　　　　　　介入するからである。
　最後に，成果計算書の様式を示すと，第2表に掲げるとおりである。
第2表成果計算書
借　　　　　　方 1 貸　　　　　　方 11成果
経営費用（財務費用を除く） 経営収益（財務収益を除く） 商扉売上
商品売上原価（税引）　計1 商品売上高（税引）　　計∬ 総禾益
商品（及び包装材料）仕入高 生産高（税引） （皿1）
商品棚卸高増減 生産物売上高
外部受入分消費高（税引） 売　　上　　高
原材料・消耗品費 工　　事　　高
原　材　料　費 用役提供高
そ　　の　　他 1取引高（税引）（営業助成金を除く）
外注加工費 固定資産生産高
外部用役費 生産物棚卸高増減
代理人手数料 製　　　　品「賃借料（動産・不動産別）
@その他の外部用役費 仕　　掛　　品
原材料・消耗品棚卸高増減 小計B
小計A 一 ｝生産付加価値（B－A）…人　　件　　費 営業助成金収入
給料　手　当 計w ｝ 粗　営閨@余社会保障費 経営費用戻入額 （rv　一皿【）
経営者報酬 経営引当金戻入額
租・税公課 振替経営費用戻入額
給料手当に関する租税公課 計班 一 経　営
その他の租税公課
『
財　務　収　益 成　果iWV）
計皿 資本参加収益
経営計算費用 その他の財務収益
（445）
　固定資産償却費
　経営引当金繰入額
財　務　費　用
　支　払　利　息
　その他の財務費用
その他の費用
計V．
　管理取引に関する費用
　　その他の当期費用
　　前　期　費　用
　資本取引に関する費用
　　譲渡固定資産・財務資産
　　の簿価
　　その他の資本取引に関す
　　る費用
　経営外計算費用
　　規則引当金繰入額
　　その他の経営外引当金繰
　　　入額
従業員利益参加額
利　　益　　税
　　　　　　　　　総計皿
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その他の収益
　　管理取引に関する収益
　その他の当期収益
　前　期　収　益
資本取引に関する収益
　固定資産・財務資産譲渡
　収入
　投資助成金収入
　その他の資本取引に関する
　収益
経営外計算費用戻入額
総計皿
純　果
（利益又
は左失）
（皿w）
固定資産・財務資産譲渡損失 固定資産・財務資産譲渡利矧
　（3｝資金計算書
　資金計算書（tableau　de　financement　de　Pexercice）は，資金特に運転資本概念
にもとつく資金の期中増減額とその原因を把握し，企業の流動性ないし支払能
力を明らかにする計算書であり，財産変動表（tableaux　des　mouvements　patri－
moniaux）とも呼ばれる。
　資金計算書の様式は第3表に掲げたとおりである。これから明らかなよう
に，資金計算書の左欄には資金の源泉と使途が記載され，その結果として運転
資本の期中増減額が算定される。一方，右欄の下段には，運転資本変動の明細
が記載され，左欄で算定された期中増減額の原因が明らかにされる。その限り
では，これは，わが国でいう資金運用表と同じ構造をもつものである。
　この資金計算書を特徴づけるものは，右欄の上段に設けられた《自己金融力
の計算》の箇所である。ここでは，特に成果計算書に記載された粗経営剰余
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第3表資金計算書
資金源　泉 L衡階轟覇1 自己金融力の計算
（a）自己金融力
　固定資産の譲渡
　　固　定資　産
　　資　本　参　加
　　その他の投資
　貸付金回収
　資本増加
　　増　　　　資
　　建設助成金
　借　　　　入
　　社　　　　債
　　その他の借入金
　運転資本変動（源泉不足
　又は使途超過分）
資　金　使　途
（b）支払充　当
　固定資産の購入
　　土　　　　　地
　　建物・構築物
　　その他の有形固定資産
　　無形固定資産
　　固定資産前払金
　資本参加
　　資本参加証券
　　資本参加債権
　その他投資
　　貸　　付　　金
　　有価証券
　　その他の投資
　資本減少
　借入金返済
　　社　　　x債
　　その他の借入金
　運転資本変動（源泉超過
　又は使途不足分）
　自　己　金　融a－b
ー
t
粗経営剰余
＋財務　収　益
一財務費角
＋その他tの収益
　損益取引による収益
　資本取引による収益（1）
一その他の費用
　損益取引による費用
　資本取引による費用（1）
一従業員利益参加額
一利　　益　　税
（1）固定資産譲渡損益を除く計
　運転資本明細
　　　1－1＿
第・贈轟覇
繍嘉差曄額
　経営資産変動額
　棚卸資産
　営業債権営業債務変動額
A経営項目純変動額
　その他の債権変動額
　その他の債務変動額
B経営外項目純変動額
　運転資本需要額
　　現金預金純変動額
　　当座借越等変動額
C現金資1金糸屯変動額
運転資本変動額（A十B十C）
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一これは《経営キャシュフロー》（《cash－flow》d’exploitation）を表わす一か
ら出発して，自己金融力（capacit6　d’autofinancement）が算定されるのである。
そして，この自己金融力は左欄における資金源泉の冒頭に記載され，その出発
点となるのである。
　したがって，資金計算書は，この自己金融力計算の基礎となる粗経営剰余を
媒介として，成果計算書と連係し，他方，また，資金の構成要素の増減を通し
て貸借対照表と連係している。この意味で，資金計算書は，成果計算書と貸借
対照表の2つの主要な財務諸表を結合し，両者の連係をはかるという任務を有
　　　　　　aDするものである。
　いま一つ資金計算書に関して注目されるのは，社会会計との連係が考慮に入
れられている点である。周知のように，フランス社会会計における国民所得計
算の勘定体系は，（1）生産勘定（compte　de　pr・ducti・n），（2）経営勘定（c・mpte　d’
exploitation），（3）処分勘定（compte　d’affectation），（4）資本勘定（compte　de　capita1）
および（5）財務勘定（compte　financier）の5つからなるが，資金計算書のうち資
金源泉・使途の区分は，（3）資本勘定に，運転資本明細の区分は（5）財務勘定に相
当し，また自己金融力の計算区分は（3）処分勘定に対応するものである。ここに
フランス式資金計算書の特徴の1つを見出すことができる。
　（4）附属明細書
　附属明細書も新しく財務諸表として採用されるものの1つである。これは，
貸借対照表および成果計算書をよりよく理解するために必要な説明を含み，か
つ必要に応じ，それらに含まれる情報を他の形式により補足するものである。
特に，それは，一方では，財務諸表の正規性と誠実性の要件を充足するために
必要であり，他方では，先取特権のある利用者（行政機関，銀行等）の要求するす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　べての情報を提供する役割をになうものであるQそれは，次の2つからなる。
　①　貸借対照表明細書
　これには，契約高明細表（relev6　des　engagements），流動性基準にもとついて
再分類された資産・負債に関する財務明細表（6tat　financier），固定資産明細表
（tableau　des　immQbilisations），償却累計額明細表（tableau　des　amortis』epαents），
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引当金明細表（tableau　des　provisions），利益処分表（r6partition　et　affectation　des
b6n6fices），組織形成費・経過項目・有価証券など財政状態の解釈上重要な事項
に関する明細表，企業の採用する評価方法，業種・規模などに関する注記，指
数修正原価・時価による経済的評価に関する情報などが含まれる。
　②　成果計算書明細書
　これには，棚卸資産の在庫増減額に関する明細書（6tat　annexe　aux　variati・ns
des　stocks），経営費用の機能別再分類に関する明細表（6tat　annexe　aux　charges
d’exploitation）が含まれる。
　これらの明細表のうち若干のものは従来も実務上，慣行的に作成されていた
が，ここでは，それらが財務諸表の1つとしての地位にまで高められ，かつそ
の範囲も拡大されている。これによって財務諸表の公開は著しく拡充され，か
つ促進されることが期待される。
　以上のような内容をもつ1975年2月の財務諸表・会計分類委員会の提案は，
1975年4月28日と1975年5月21日に開催された国家会計審議会の総会にお
いて，特に（1）他の委員会による改訂作業の完成と（2）EC第4号指令案の確定を
　　　　　　　　　　a4前提として，承認された。
　3．1977年12月の総会による新体系の承認
　さて，前記の財務諸表・会計分類委員会提案承認の前提条件の1つであった
他の委員会の結論は，ほぼ予想された通りであり，その点については特別問題
は生じなかった。しかし，EC第4号指令確定の見通しにっいては，事情が異
なった。すなわち，イギリス連合王国，アイルランド，デンマークの3国の
ECへの加盟に伴い，1974年12月から第4号指令案の修正が企てられたため
に，改めてそれとの調整問題が生じるに至った。それは，特に次の2点をめぐ
　　　　　　ってであった。
　（1）財務諸表の構i成とそれに関する義務。特に貸借対照表および損益計算書
　　上，諸項目は指示された順序で別個に記載されなけれぽならないという点
　　についてである。
　②　対象企業（株式会社，株式合資会社および有限会社）の規模にもとつく，第4
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　　号指令の適用。
　このような事情のもとで，第4号指令との調整作業が進められたが，その結
果，上述のような単一の財務諸表体系は放棄されて，新たに企業規模を勘案し
た，3つのシステムを骨子とする財務諸表体系がまとめられ，1977年12月6
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　uぽ日の国家会計審議会の総会において承認されるに至った。これによってプラソ
の改訂問題は1つの重要な段階を突破したといわれたのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tt1　この新しい財務諸表体系は次の3つのシステムを包括している。改訂プラン
の適用領域は，EC第4号指令のそれよりもはるかに広いとしても，これらの
3つの体系が第4号指令と両立することを認識する必要がある。
　（1）単純体系（systeme　de　c・mptes　simplifi6s，一これは，下記の発展体系の
　　採用を必ずしも必要としない小規模の組織に関係するものである。
　（2）発展体系（systeme　de　comptes　d6v610pp6）一これは，中規模または大規
　　模の組織が採用すべき一般会計の基本要素を含み，《基礎体系》（systeme　de
　　base）を形成するものである。
　（3）補足体系（systeme　complementaire）一これは，経営内容をより一層明
　　らかにするために，基本データを活用した財務諸表を提示するものであ
　　る。
　この3つのシステムからなる財務諸表体系の特質として，《開放的》（ouvert）
であるという点と，《変調的》（modulaire）であるという点が指摘される。《開放
的》とは，単純体系に依拠する企業は，もし有用と判断される場合には，すべ
て基本体系としての《発展体系》を選択できることを意味し，また《変調的》
とは，1つの体系から他の体系への移行を困難なしに可能ならしめることを意
　　　味する。
　ところで，上記の②基礎体系においては，（1）単純体系の場合と同じく，財務
諸表は，次の3つのものからなる。
　〔1）貸借対照表（bilan）
　｛2）成果計算書（compte　de　r6sultat）
　（3）附属明細書（annexe）
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　次に，（3輔足体系は，会計年度中に確認された資金のフローとストックの完
全な勘定体系を介して，財務的・経済的事項につき企業の構造と管理に関する分
析を行うのに役立つものであり，上記の基本体系を，特に資金計算書の付加，経
営成果に関する中間数字の算定，および営業運転資本の貸借対照表への記載な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　agどによって拡張するものである。ただし，この補足体系の採用は任意である。
　以上，1977年12月の国家会計審議会の総会で承認された財務諸表体系の概
略を紹介したが，これは，特に企業規模を勘案した3つのシステムからなる点
では，確かに，新たなものであるが，しかしその枠内には，それに先行する委
員会提案，特に1975年の提案の趣旨を随所に採り入れているのである。その
意味では，これは，EC第4号確定指令との調整をはかるために，基本的な枠
組については装いを新たにしつつも，その個々の中身については，従来の委員
会提案を大筋において踏襲しているといってよいであろう。なお，資金計算書
は，ここでは，補足体系に含まれ，任意書類として取り扱われている。
　このような1977年の財務諸表体系は，用語法を中心に若干の部分的な手直
しを加えられて，新プランに受け継がれているのである。そこで，以下，新プ
ランにおける財務諸表制度について考察したい。
（1）拙稿「フランス新会計原則における評価規定」本誌62巻7・8合併号，62頁参照。
・｛2）（3｝Ministさre　de　PEconomie　et　des　Finances；Bulletin　Trimestriel　du　Conseil　National　de
　la　Comptabilit6，　N°33，　Janvier　1978，　p．1．
，（4）Rapport　g6n6rale　de　la　Commission　des　Documents　de　Synth6se　et　Nomenclatures
　Comptables，1975，　P・2　et　suiv・なお，この報告書の内容については，次の文献に紹介されてい
　る。中村宣一朗著「会計統一化政策」1976年，126頁以下。青木脩著「フランス会計制度論」19
　77年，217頁以下。
艇5×6）Ministさre　de　PEconomie　et　des　Finances；Bulletin　Trimestriel　du　Conseil　National　de
　Ia　Comptabilit6，　N°23，　Juillet　1975，　p．4．
・（7｝（8）Ministbre　de　1’Economie　et　des　Finances；oP．　cit．，　N°23，　PP．3－4．
・（9｝中村宣一朗著「前掲書」130頁。
⑳　Conseil　National　de　la　Comptabilit6；Neuviさme　Rapport　d，Activit6　du　Conseil　National
　de　la　Comptabilit6，　p．32．
　斉藤昭雄稿「フランスにおげる財務諸表の新展開（二）」成城大学経済学研究66号，44頁参照。
“oaz　青木脩著「前掲書」224頁～226頁参照。
樹　Ministさre　de　rEconomie　et　des　Finances；op，　cit．，　N°23，　p．4，
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a4aS　Ministさre　de　l’Economie　et　des　Finances；op．　cit．，　N°33，　p．1．
⑬　Minist6re　de　l’Economi6　et　des　F｛nances；op　cit．，　p．3．
aの　この1977年12月の国家会計審議会の総会で承認された新財務諸表体系については，次の文献
　参照。斉藤昭雄稿「フランスにおける財務諸表の新展開（一）（二）」成城大学経済学研究，65号
　（昭和54年3月）および66号（同4月）。拙稿「フランス会計原則の改訂問題一特に新財務諸表
　の体系と様式について」産業経理38巻12号（昭和53年12月号）
⑱α9　上記ロ励に掲げた拙稿参照。43頁～44頁。
皿　財務諸表の作成と表示
　さて，新プランは，「第皿編：一般会計」の第2章第2節において，財務諸
表に関する次のような規定を掲げている。
　A．財務諸表の作成と表示の規則（R6gles　d’6tablissement　et　de　pr6sentation
　　des　documents　de　synth6se）
???
　そこで，
コメソトを加えたい。
1．財務諸表（documents　de　synthese）は全一体を形成し，次のものからなる。
　（1）貸借対照表（bilan）
（2｝成果計算書（compte　de　r6sultat）
　（3）附属明細書（annexe）
　財務諸表は，PCGの規定に従って作成する。財務諸表は，いずれの場合に
も，企業の財産，財務状況および成果について真実な概観を与えるものでなけ
ればならない。たとえそれを実現するために，特別な場合に，これらの規則か
ら離脱することが必要であるとしても，そうである。そのような離脱が生じた
場合には，その旨を附属明細書に記載し，かつ詳細な説明を与えなけれぽなら
　（注）
ない。
基礎体系（Systさme　de　base）
単純体系（Systeme　abr696）．
発展体系（Systδme　d6velopp6）
「規則」の内容
　　まず，「財務諸表の作成と表示に関する規則」から紹介し，多少の
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（注）　加えて，この真実な概観を実現する責務から，このための補足的説明を提供す
　　　　　　　　｛1｝ることが必要となる。
　新プランにおける上述のような財務諸表の体系と基本原則に関する規定は，
特にEC第4号指令との調整を考慮した結果，現行の1957年プランに比ぺ，
大幅に改訂されている。これについては後述する。
　2．　財務諸表の作成のために採用された仮定に特に言及していない場合に
は，それは次の3つであると想定される。
　（1）経営の継続性（continuit6　de　1’exploitation）
　（2》会計方法の継続性（permanence　des　m6thodes　comptables　d’un　exercice　a
　　1，autre）
　（3）会計年度の独立性（ind6pendance　des　exercices）
　もしもその他の仮定が採用された場合には，その旨を附属明細書に記載し，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　c2）かつ詳細な説明を与えなけれぽならない。
　なお，前掲の諸仮定は，フランスにおいても現在承認されており，EC第4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）号指令はそれを公式に確認させるにすぎないといわれる。
　3．前記の同一項目との比較を可能ならしめるためには，勘定式または報告
式による貸借対照表および成果計算書の表示は，毎期同一でなけれぽならな
い。財務諸表の見出しと項目は，十分な情報要請に適合するために，必要な限
り細分する。そのようにして，財務諸表は，情報の受手が企業の財産，財務状
況および成果について行う判断に影響を与える一切の事実を開示しなけれぽな
　　（注）
らない。
（注）　財務諸表の表示において，この期間比較は，当期の同一項目の前または後に
「前期」の欄を設けることにより保証される。財務諸表の報告式による表示の場合に
は，この欄は前に設けられる。
　一般的には，資産項目と負債項目または費用項目と収益項目との表示面にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　｛4）ける相殺は，一切禁止するものとする。
　前段における財務諸表の表示形式としての報告式および前期数字との比較形
式はフラソスの実務においては未知のものであり，EC第4号指令にならって
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採用されたものである。これによって財務諸表の開示能力は一層高められるこ
とになる。
　4．財務諸表は，（1）企業の財産状態を表示すること，および②当期純成果を
源泉別に表示することを目的とする。
　（a）貸借対照表（bilan）
　貸借対照表は，企業の一定日における資産項目，負債項目および自己資本項
目の一覧表である。これは，作成日における，（1｝企業の諸権利および諸義務の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）状態と②企業が使用する諸手段の目録を表示するものである。
　（注）　この日付が当期成果の処分前であるか，処分後であるかにより，当期成果が貸
　借対照表に記載されたり，記載されなかったりする。後者（成果の処分後）の場合に
　は，貸借対照表には，純資産（situation　nette）が表示される。
　（b）成果計算書（comPte　de　resultat）
　成果計算書は，企業が生産した粗付加価値（valeur　ajout6e　brute）および粗経
営剰余（exc6dent　brut　d’exploitation）一これは《経営キャッシュ・フロー》
を示す一を直接計算することを可能ならしめるように構成された一般経営計
算書から作成する。この粗経営剰余から自己金融力が算定されることになる。
一般経営計算書は，一定期間（原則として一営業年度）における（1）諸費用を生ずる
運動および②諸収益を生ずる運動を区分表示する。成果計算書は，同一期間に
おけるこれらの運動から生じる差額（利益または損失）を算定する。
　（C）附属明細書（annexe）
　附属明細書は，他の財務諸表（貸借対照表および成果計算書）をよりよく，かつ
必要な限り完全に理解するために不可欠な説明を含むか，あるいはこれらの財
務諸表に含まれる情報を別の形式で表示する明細表である。原則として，附属
明細書における記載は，いずれもPCGに正式に規定された他の財務諸表にお
　　　　　　　　　　　　　　（5｝　　　t
ける記載に代ることはできない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）　5．財務諸表は，次の3つの体系にもとついて表示する。
　（a）基礎体系（systeme　de　base）　　　、
　基礎体系は，中規模または大規模の企業が従うべき最小限の会計措置を含む
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ものである。
　（b）単純体系（systさme　de　abr696）
　単純体系は，上記の基礎体系の採用が必ずしも容認されない規模の企業に関
係するものである。
　（c）発展体系（systeme　d6v610pP6）
　発展体系は，経営内容をより一層明らかにするために，基礎資料の分析を開
示する財務諸表を提供するものである。企業は，有用と認められる場合には，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）財務諸表の表示のためにこの一部または全部を随意に選択することができる。
　（注）　法規上の義務を留保して，企業は，それが採用する体系に，より精巧な体系か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6｝　ら導き出される諸要素を採り入れることができる。
　このような3段階にわたる財務諸表の体系は，さきにみたように，1977年12
月の審議会総会で承認された提案を経て，新プランにおいて正式に導入された
ものであり，新プランを特徴づけるものである。
　2．　「新規則」の意義と問題点
　以上紹介した新プランにおける「財務諸表の作成と表示の規則」を，現行プ
ランにおける規則と比較すると，特に次の3点が注目される。すなわち，（1）財
務諸表の構成における成果計算書と附属明細書の採用，②財務諸表の作成に関
する基本原則としての《真実な概観》要請の導入，ならびに（3）3段階にわたる
財務諸表体系の採用である。そこで，以下，これらの点について検討する。
　（1）財務諸表の構成
　新プランでは，まず第一に，財務諸表は，（1）貸借対照表，②成果計算書およ
び（3）附属明細書の3つから構成されている。これは，EC第4号指令における
財務諸表の構成と一致している。
　これに関して，まず，現行プランのもとで作成される（いわゆる当期業績主義
に相当する）一般経営計算書（compte　d’exploitation　96n6rale）と（利益剰余金計算書
に相当する）損益計算書（c・mpte　de　pr・丘ts　et　pertes）に代えて，新しくこの両者
を統合した包括主義損益計算書としての成果計算書の作成が要求されている点
が注目される。この成果計算書は，1975年2月の委員会答申によって提案され
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tcものであり，後にみるように，慣行的な計算書によっては必ずしも十分な分
析を行うことができないような，企業経営老の管理に関する意思決定の諸結果
　　　　　　　　　　｛7）を明瞭に表示するために，包括主義損益計算書の枠内で，特に企業成果の段階
的表示一その中には，いわゆる生産性指標としての付加価値および粗経営剰
余などの表示を含む一を採り入れている。このような計算書の導入は，新プ
ランにおける主要な特徴の1つをなすものである。
　次に，財務諸表の1つとして新しく附属明細書が採用され，その情報提供機
能が強調されている点がわれわれの目を引く。附属明細書はもともとアソグ
ロ・サクソンの土壌から生れたものである。イギリスをはじめとするアング
P・サクソン系諸国のような慣習法の国（pays　de　droit　coutumier）において
は，特に財務諸表の最上の表示に到達することを条件として，各企業に会計諸
方法を選択する自由が与えられているために，選択適用した方法を開示する手
段として附属明細書が利用されてきたのである。特に次項にもみるように，新
プランにおいては，財務諸表の作成に関する基本原則として，新しくイギリス
流の《真実な概観》なる原則が導入されたが，この原則のもとでは，附属明細
書は，財務諸表3部作（tri・1・gie　des　documents　de　synthese）の中で優越した地
　　　　　　　　　　　　　　　　｛8｝位を占めるものと期待されるのである。それは，すでに1975年2月の委員会
答申の中にみられたが，新プラソでは，こうした要請を反映して，その内容が
著しく拡充されているのである。論者は，その機能として，特に（1）財務諸表の
理解を容易にし，かつ（2）財務諸表に本質的に含まれる主観性（subjectivit6）によ
る不完全さを補い，もって株主および第三者に対する情報を改善するという点
　　　　　　（9）を指摘している。
　なお，1975年2月の委員会答申の中では，上記3種のものの外に，資金計算
書（tableau　de伽ancement）が財務諸表の1つに挙げられていたが，新プランで
は，第三段階の《発展体系》だけに含められ，単に，任意書類（documents　fa・
Cultatifs）として取り扱われているにすぎない。これもやはりEC第4号指令と
の調整を考慮したものであるが，しかし，この計算書の重要性に鑑みて，この
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aゆような取扱いには批判的な論評が数多く見受けられる。
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　②　財務諸表の基本原則
　第二に，新プランは，財務諸表に関して，それが特に企業の財産，財務状況
および成果について《真実な概観》（image　fidele）を提供すべきことを要求して
いる。
　この財務諸表の作成に関する基本原則は，すでに前稿で指摘したような，一
般原則の中核をなす（イギリス流の）《真実な概観》要請の財務諸表レベルへの反
・映である。この原則は，PCGにおける財務諸表作成に関する他のすべての規
則に優先し，財務諸表が《真実な概観》を与えるために必要とされる場合に
は，これらの規則からの離脱をも要請するものである。したがって，この原則
の導入は，フランスの慣行的会計を貫く《正規性》（r6gularit6）一これは，現
行の諸規則および諸手続への準拠性を意味する一と《誠実性》（sinc6rite）一
これは，現行の諸規則および諸手続の誠実な適用を意味する一の概念に代表
される法律優先の思考から，特に企業の経済的現実の開示を目指した経済優先
　　　　　　　　　　　　　　　　　aカの思考への転換を意味するものであり，それによって，フランスにおけるディ
スクロージャーの改革を特に会計の内面から推進するものと期待されるのであ
る。
　（3｝財務諸表の体系
　第三に，新プランは，財務諸表の体系として，新しく中規模および大規模の
企業に適用される《基礎体系》を基本システムとして，それに小規模の企業に
適用される《単純体系》と，いかなる規模の企業も任意にその一部または全部
を適用できる《発展体系》を包摂した3段階システムを採用している。この新
しい財務諸表体系は，特にEC第4号指令が財務諸表の作成と公告に関し企業
規模により異なった規制内容を指示している点を斜酌して，1977年12月の審
議会で承認された提案において新しく採用され，名称等の一部変更の上で新プ
ランに採り入れられるに至ったのである。
　確かに，新プランにおける《基礎体系》と《単純体系》の2系列は企業の規
模に対応したシステムである。しかし，《発展体系》ば，それをこえて，経営
内容のより一層の開示を推進するために構想されたものであり，この点におい
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て，新プランの財務諸表体系はEC第4号指令のそれよりも革新的である。そ
の意味で，これは，利害関係者の企業に対する多様な情報要請に十分応えうる
可能性を有するのである。この点に，なによりもまず，留意すべきである。
　一方，このような財務諸表体系において，《単純体系》に従うぺき企業が随
意に《基礎体系》を選択できること，あるいは《基礎体系》を補うために《発
展体系》を自由に適用できることなどの措置にみられるように，特に企業の自
主性を尊重して，各体系の弾力的な運用が考慮されていることも見逃してはな
らない。この点に，ディスクロージャーの改革への企業サイドからの要請に対
する配慮を垣間見ることができる。
　したがって，この財務諸表体系のもとでは，その意図する経営内容のより十
分な開示目的が現実に達成されるか否かはもっぱら企業の自主性に委ねられる
ことになるわけである。ここに，新財務諸表体系の特質と限界が見出されるの
である。
　このような新財務諸表体系形成の背景ないし底流について，プラソ・コンタ
ブル改訂の当事者である国家会計審議会会長G．デュポン氏は，およそ次のよ
　　　　　　　うに述べている。
　企業外部の情報利用者は，資金計算書の公表，成果計算書における各種中間
成果数字の明示，貸借対照表における経営循環項目の区分表示，企業会計の構
造とマクロ経済分析の構造との統一など一これらは主に《発展体系》のもと
で開示される情報に関係する一に強い関心をもち，これらの面における改善
を強く望んでいた。一方，企業の代表者は，このような会計情報改善のメリヅ
トを認めながらも，それが今日のような困難な状況の中で企業に混乱をもたら
すことになりはしないかという懸念を表明した。彼らは，情報開示面におい
て，フランスの会社をヨーロッパの会社と同一の条件のもとに保持することを
案じながらも，EC第4号指令から生ずる責務をこえる責務が課せられること
を憂慮している。
　新プラン・コンタブルに国家会計審議会のコンセンサスを保証するための権
威を与えるためには，この2つの相対立ずる立場を調整することが必要不可欠
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である。そこで，特にフラソスの会計標準化のもつ固有の資質を犠牲にせずに
ヨーロッパのモデルと調和させること，企業に過大な負担を負わせたり，ある
いは罰則を課したりすることなしに，改訂作業の理念を保持することが関心の
的となり，これに従って，1977年12月6日の国家会計審議会総会でほとんど
満場一致で，選択権を内包した上述のような財務諸表体系が可決されたのであ
る，と。
　その意味で，新プランにおける財務諸表体系は，つまるところ，現行のディ
スクロ　・一ジャー制度に対する企業外部の情報利用者の側からの拡充要請と，企
業サイドからの《過度の》開示に対する懸念とのいわぽ妥協の結果として生み
出された制度であるといえよう。
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